	整理 No.
	

	受 付 日
	平成　　年　　月　　日


平成22年度 環境貢献ビジネスモデル事業
応募申請書
全国森林組合連合会

代表理事会長　林　正博　殿
申請者の住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　

平成22年度環境貢献ビジネスモデル事業について、下記のとおり事業を実施したいので申請します。
	団体等の名称
	フリガナ
	

	
	

	代表者
	フリガナ
	

	
	

	所在地等
	住所　（〒　　　　－　　　　　　）



	担当者連絡先
	氏　名
	

	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ　
	

	
	Ｅmail
	

	ＵＲＬ
	http://　

	主な業務内容
	

	申請部門（製品開発・ビジネスモデル構築を行う間伐材製品の部門を○で囲って下さい。）

	Ａ

資材
	Ｂ

家具・生活用品類
	Ｃ

建築物
	Ｄ

その他


１　事業内容
（１）本事業の要旨
	①事業名
	

	②総事業費
	万円（消費税別）

	③本事業の概要

	※本事業取組のポイントや市場性、実現性などを踏まえた事業背景、事業目標、事業内容をアピールすべき内容を盛り込みつつ記載してください。


	④製品の特徴

	※本事業の取り組み対象となる間伐材製品の特徴・性能等を記載してください。また、製品の説明資料があれば添付してください。


	⑤本事業への取り組む体制

	※本事業実施にあっての連携内容（役割分担等）について具体的に記載してください。


	　⑥本事業計画及びスケジュール

	※実施計画に関しては、募集要領４の（１）に記載されている①～⑤の項目において実施する項目毎に具体的な時期及び事業内容を記載して下さい。

※試験導入及びモニタリング調査に関しては、調査方法・場所・対象者等を記載して下さい



	　⑦間伐材の調達先

	間伐材の算出場所
※市町村名まで記入
	

	森林所有形態
　※私有林・国有林等
	

	⑨期待される効果

	※森林整備の促進、CO2の削減、山村地域での産業振興等ビジネスモデルが実用化した場合の効果について、具体的且つ簡潔に記述して下さい。


	ア)本事業対象製品における現在の間伐材の利用量：　　ｍ3／年（　　ｍ3／年）

イ)本事業対象製品における事業終了後5年後の間伐材利用計画量：　　ｍ3／年（　　ｍ3／年）
※利用量は製材品の材積量を記載し、括弧書きで素材換算材積を記載してください。

	ア)事業終了後5年後の対象製品売上見込み：　　　千円／年

	⑩本申請と同一及び類似のテーマ内容で国及び地方公共団体等の他事業への申請の有無
※申請中及び既に補助金、助成金の交付を受けている又は受ける予定を含みます。

	　有　・　無　（※○で囲んで下さい。「有」の方は、下記にその内容を記載してください。）

	申請先実施事業体名
	

	　申請先事業名
	

	　申請事業名
	

	申請事業内容
	

	申請日(予定日)
	

	事業開始日（予定日）
	

	補助・助成金額
	　　　　　　　千円

	　⑪その他　

	ア）地方再生法（平成１７年法律第２４号）５条に規定する地方再生計画に、本申請の事業計画に関する記載の有無

有　・　無　（※○で囲んで下さい。「有」の方はその写しを添付してください。）

	　　イ）頑張る地方応援プログラムに採択されたプランに本申請の事業計画に関する記載の有無

有　・　無　（※○で囲んで下さい。「有」の方はその写しを添付してください。）


	


２　収支予算計画書
（１）収入計画
	項　　目
	調　　達　　先
	金　額（円）
	備　　考

	自己負担(a) ※1
	
	
	

	助成金(b)※2
	全国森林組合連合会
	
	本申請により得ようとする助成金額

	合      　計(c)※3
	
	


※1 自己負担(a)=(c)-(b)であること

※2 収入計画の助成金(b)は、支出計画の助成金(g)と一致させること

※3 収入計画の合計(c)は、支出計画の合計(f)と一致させること
（２）支出計画
	区　　分※4
	細　目※5
	金　額（円）
	積　算　内　訳※6

	助　成　対　象　内　経　費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	小計
	
	

	
	合計（d）
	
	

	対象外経費
	
	
	

	
	
	
	

	
	合計（e）
	
	

	総事業費(f) ※7
	
	

	助成金額(g) ※8
	
	


※4 区分へは募集要領の別表の事業区分に記載されている1～5の事業を記入すること
※5 細目へは募集要領の別表の対象経費項目に記載されている①～⑧の項目を記入すること
それ以外の項目は記入しないこと
※6 積算内訳は募集要領4の(3)の①～⑧の項目毎に認められている経費の積算を記入すること

※7 (f)=(d)+(e)であること
※8 (g)=(d)×1/2以内であること
本事業は、助成対象経費の合計額の1/2以内を助成します
３ その他参考資料
団体案内など団体の組織概況に関する資料、製品の説明資料、消費者ニーズ調査など参考となる資料を添付してください。


















